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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第18期、第18期第２四半期連結累計期間

及び第19期第２四半期連結累計（会計）期間は希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、第18期

第２四半期連結会計期間は潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりませ

ん。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第18期

第２四半期連結
累計期間 

第19期
第２四半期連結

累計期間 

第18期
第２四半期連結

会計期間 

第19期 
第２四半期連結 

会計期間 
第18期

会計期間 

自平成21年
１月１日 

至平成21年 
６月30日 

自平成22年
１月１日 

至平成22年 
６月30日 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
６月30日 

自平成22年 
４月１日 

至平成22年 
６月30日 

自平成21年
１月１日 

至平成21年 
12月31日 

売上高（千円）  2,043,491  1,706,432  944,585  737,180  3,817,160

経常利益（千円）  285,850  206,275  123,149  33,244  417,300

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）（千円） 
 182,954  89,848  △9,189  3,492  311,950

純資産額（千円） － －  859,468  1,084,728  1,012,666

総資産額（千円） － －  2,260,437  2,207,718  2,196,447

１株当たり純資産額（円） － －  2,367.68  3,120.02  2,824.02

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は四半期純損失金額（△）

（円） 

 625.38  307.12  △31.41  11.94  1,066.31

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  －  －

自己資本比率（％） － －  30.6  41.3  37.6

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 372,629  304,176 － －  614,929

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △111,609  69,968 － －  △235,367

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △190,005  － － －  △480,005

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ －  1,117,419  1,318,213  945,048

従業員数（人） － －  242  208  221

2010/08/16 17:03:5810666340_第２四半期報告書_20100816170319

- 2 -



 当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。  

  

 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1) 連結会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員であり、パート及び派遣社員等の臨時使用人は( )内に当第２四半期連結会計期間の平

均人数を外数で記載しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員であり、パート及び派遣社員等の臨時使用人は( )内に当第２四半期会計期間の平均人

数を外数で記載しております。 

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年６月30日現在

従業員数（人）     208 ( ) 49

  平成22年６月30日現在

従業員数（人） 80 ( ) 5
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(1) 生産実績 

 （注） 金額は製造原価で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

(2) 受注状況 

①受注実績 

 （注）金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

②受注残高 

 （注）金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

  (単位：千円)

品             目
当第２四半期連結会計期間 
 (自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

前年同期比
(％) 

非製造部門の業務支援 

ソリューション事業 

製  品 
パッケージソフトウェア 

開発販売業務 
 95,452  82.6

サービス 
受託開発業務  47,495  70.2

その他  248,448  96.2

合              計  391,396  88.7

  (単位：千円)

品             目
当第２四半期連結会計期間 
  (自 平成22年４月１日 
  至 平成22年６月30日) 

前年同期比
(％) 

非製造部門の業務支援 

ソリューション事業 

製  品 
パッケージソフトウェア 

開発販売業務 
 140,520  65.8

サービス 
受託開発業務  101,775  70.5

その他  430,642  90.5

合              計  672,938  80.7

  (単位：千円)

品             目
当第２四半期連結会計期間 
  (自 平成22年４月１日 
  至 平成22年６月30日) 

前年同期比
(％) 

非製造部門の業務支援 

ソリューション事業 

製  品 
パッケージソフトウェア 

開発販売業務 
 298,229  87.4

サービス 
受託開発業務  114,606  89.9

その他  487,643  119.1

合              計  900,479  102.5
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(3) 販売実績 

 （注）金額には消費税等は含まれておりません。 

  (単位：千円)

品             目
当第２四半期連結会計期間 
 (自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

前年同期比
(％) 

非製造部門の業務支援 

ソリューション事業 

製  品 
パッケージソフトウェア 

開発販売業務 
 177,209  73.5

サービス 
受託開発業務  112,138  71.5

その他  447,832  81.9

合              計  737,180  78.0
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当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

  

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。 

(1) 業績の状況 

 当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、中国をはじめとする外需の回復により輸出産業の業績が好転

するなど、ゆるやかに上昇しておりますが、引き続き高い水準の失業率など景気の先行きは不透明なままでありま

す。 

このような経済状況の下、「営業課題解決事業」を推進する当社グループは、「営業力強化」「業績改善」

「コスト削減」「人材強化」などへの投資意欲を見せる顧客のニーズに応えるべく努めてまいりました。主力製品

であるＳＦＡ/ＣＲＭパッケージソフト「eセールスマネージャー」については、顧客のニーズやマーケットの変化

に合わせてグレードアップした「eセールスマネージャー Ｒｅｍｉｘ Ｃｌｏｕｄ」の販売を６月より開始しまし

た。当第２四半期連結会計期間における収益貢献には至っておりませんが、2011年度までに60社への導入を目指し

ております。合わせて、マーケティング、アウトソーシングを支援するＢＰＯ事業の強化にも継続して努めてまい

りました。 

 その結果、ＩＴ力および営業組織力を高める「eセールスマネージャー」のクラウドサービスやライセンス販売

とそれにともなう開発販売は前年同期には及ばないものの当初の見込みどおり推移し、また店頭マーケティングな

どのマーケティング力強化事業や営業マン育成コンサルティングなどの人材強化事業が堅調に推移したことから、

当第２四半期連結会計期間における売上高は737百万円（前年同期比22.0％減）となりました。損益面に関して

は、本社事務所移転による家賃削減効果や、販売管理費の改善もあり、営業利益41百万円（前年同期比64.7％

減）、経常利益33百万円（前年同期比73.0％減）となりました。四半期純利益は法人税等調整額の影響もあり３百

万円（前年同期は９百万円の四半期純損失）となりました。 

   

(2) キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前四半期連結会計期間末

と比べ222百万円増加し、1,318百万円となりました。各キャッシュ・フローの増減とその要因は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により得られた資金は243百万円（前年同期は229百万円の収入）でした。これは主に税金等調整前四半

期純利益33百万円、減価償却費31百万円、売上債権の減少136百万円などの増加要因と仕入債務の減少18百万円な

どの減少要因によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動により支出した資金は20百万円（前年同期は111百万円の支出）でした。これは有形固定資産の取得に

よる支出２百万円、無形固定資産の取得による支出17百万円などの結果によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動による資金の増減はありません（前年同期は130百万円の支出）でした。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

   当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(4) 研究開発活動 

   当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は18百万円であります。  

   なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

  

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(1) 主要な設備の状況 

 当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。  

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

 当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計

画はありません。 

  

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」には、平成22年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行されたものは含まれておりません。 

  

第３【設備の状況】

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式  1,200,000

計  1,200,000

種類 

第２四半期会計期
間末現在発行数 

(株) 
(平成22年６月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成22年８月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式  309,550  309,550
東京証券取引所 

市場第一部 

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式で

あります。なお、単元株制度

は採用しておりません。 

計  309,550  309,550 ― ― 
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 株主総会の特別決議(平成18年3月17日) 

 （注）１ 当社が、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整する。 

払込金額調整式の計算については、１円未満の端数は切り上げるものとする。 

また、当社が本件新株予約権の権利付与日以降、時価を下回る価額で新株を発行(旧商法第280条ノ20及び旧

商法第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の行使による場合並びに旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株

引受権の行使による場合を除く。)又は自己株式の処分を行う場合は、それぞれの効力発生の時をもって、

次の算式により払込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行う場合、または、株式交換もしくは株式移転を行う場

合、当社は必要と認める当該払込金額の調整を行う。 

２ 当社は、新株予約権付与後、株式分割又は株式併合を行う場合には、新株予約権の行使によって、発行すべ

き株式の数を次に定める算式(以下、「行使株式数調整式」という)をもって調整する。但し、かかる調整

は、その時点で新株予約権を行使していない目的たる株式の数についてのみ行われるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

行使株式数調整式については、１株単位まで算出し、１株未満の株式数についてはこれを切捨てる。 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行う場合、または、株式交換もしくは株式移転を行う場

合、当社は必要と認める当該株式数の調整を行う。 

  

（２）【新株予約権等の状況】

  
第２四半期会計期間末現在 

(平成22年６月30日) 

新株予約権の数 154個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 154株 

新株予約権の行使時の払込金額 91,408円 

新株予約権の行使期間 
自平成20年４月１日 

至平成23年３月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額 

発行価格   91,408円 

資本組入額  45,704円 

新株予約権の行使の条件 

①対象者は新株予約権の行使時において当社、当社の子

会社並びに当社の関連会社の取締役、監査役又は使用

人その他これに準ずる地位にあること。ただし、任期

満了による退任、定年退職その他これに準ずる正当な

理由のある場合（死亡の場合を除く。）はこの限りで

はない。 

②対象者は、新株予約権を第三者に譲渡、質入その他の

処分をすることができない。 

③その他の条件は、本株主総会決議及び新株予約権発行

の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者の間で

締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによ

る。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。 

代用払込に関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１ 

分割・併合の比率

        
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後 

払込金額 
＝ 

調整前 

払込金額 
× 

１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行による増加株式数 
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 該当事項はありません。 

   

  

 該当事項はありません。 

  

  

  

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 

(千円) 

平成22年４月１日～ 

平成22年６月30日  
 －  309,550  －  826,064  －  616,734

（６）【大株主の状況】

  平成22年６月30日現在 

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

宋 文洲 東京都中央区  36,639  12.52

ソフトブレーン株式会社 東京都中央区日本橋２－１－３  17,000  5.49

山本 久恵 愛知県西尾市  6,802  2.32

エヌ・エス・アール株式会社 東京都中央区銀座７－13－10  5,000  1.70

フォルティス バンク グローバル 

クリアリング シンガポール ブラ

ンチ － アイビー（常任代理人 

フォルティス証券株式会社） 

東京都港区愛宕２－５－１  3,350  1.14

七田 真之 東京都目黒区  3,240  1.10

富樫 泰介 東京都杉並区  3,048  1.04

株式会社エイジア 東京都品川区西五反田７－21－１  2,700  0.92

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１－８－11  2,600  0.88

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－10  2,483  0.84

計 －  82,862  26.77
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①【発行済株式】 

平成22年６月30日現在

（注）「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が28株含まれております。また、「議決権

の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数28個が含まれております。  

  

②【自己株式等】 

平成22年６月30日現在

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

（７）【議決権の状況】

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      17,000 － － 

完全議決権株式（その他）  普通株式      292,550  292,550 － 

端株  － － － 

発行済株式総数   309,550 － － 

総株主の議決権  －  292,550 － 

所有者の氏名又は

名称  
所有者の住所 

自己名義所有株式

数（株） 

他人名義所有株式

数（株） 

所有株式数の合計

（株） 

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％） 

ソフトブレーン 

株式会社  

東京都中央区日本

橋２－１－３日本

橋朝日生命館３階 

 17,000  －  17,000  5.49

計 －  17,000  －  17,000    5.49

２【株価の推移】

月別 
平成22年 
１月 

２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円)  6,500  6,800  6,080  6,500  6,160  6,470

最低(円)  5,400  4,955  5,100  5,510  5,150  5,290
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 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

（１）新任役員  

（注）平成22年８月13日開催の臨時株主総会の終結の時から平成23年12月期に係る定時株主総会の終結の時までであ

ります。 

  

（２）退任役員 

  

（３）代表者の異動 

  

（４）役職の異動  

  

３【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 

（株）  
就任年月日 

取締役 － 木名瀬 博 昭和40年11月２日生

昭和63年４月

  

平成14年12月

  

  

  

  

平成17年１月

  

  

  

平成22年８月

  

アサヒビール株式会社

入社 

スマイルサポート株式

会社（現アサヒフィー

ルドマーケティング株

式会社） 取締役企画

部長就任 

ソフトブレーン・フィ

ールド株式会社 代表

取締役社長就任（現

任） 

当社取締役就任（現

任） 

（注）  33
平成22年 

８月13日 

役名 職名 氏名 退任年月日 

取締役 － 秋山 真咲 平成22年８月13日 

新役名 新職名  旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

代表取締役 社長 専務取締役 － 豊田 浩文 平成22年５月21日 

取締役 － 代表取締役 社長 秋山 真咲 平成22年５月21日 

新役名 新職名  旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

取締役 副社長 専務取締役 － 駒木 慎治 平成22年８月13日 
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年１月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平

成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年４月１日から

平成21年６月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第２四半期

連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、清和監査法人に

よる四半期レビューを受けております。 

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,318,213 945,048

受取手形及び売掛金 333,065 430,901

商品及び製品 40,170 39,281

仕掛品 ※1  37,984 56,445

原材料及び貯蔵品 546 924

繰延税金資産 75,664 144,632

その他 41,812 40,556

貸倒引当金 △2,923 △4,625

流動資産合計 1,844,533 1,653,162

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 45,145 45,145

減価償却累計額 △11,220 △4,933

建物及び構築物（純額） 33,925 40,211

その他 259,360 270,397

減価償却累計額 △215,964 △221,741

その他（純額） 43,395 48,655

有形固定資産合計 77,321 88,867

無形固定資産   

ソフトウエア 155,461 185,170

のれん 15,384 4,488

その他 915 915

無形固定資産合計 171,760 190,574

投資その他の資産   

投資有価証券 ※2  50,934 ※1  61,604

差入保証金 53,972 192,050

破産更生債権等 15,150 207,475

繰延税金資産 970 907

その他 8,225 9,280

貸倒引当金 △15,150 △207,475

投資その他の資産合計 114,103 263,841

固定資産合計 363,185 543,284

資産合計 2,207,718 2,196,447
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 122,471 143,678

短期借入金 557,824 558,088

未払金 58,850 115,682

未払法人税等 40,252 46,669

未払役員賞与 － 16,499

前受金 229,228 149,686

賞与引当金 19,348 34,544

返品調整引当金 － 5,475

その他 90,691 104,812

流動負債合計 1,118,667 1,175,136

固定負債   

繰延税金負債 4,322 8,644

固定負債合計 4,322 8,644

負債合計 1,122,989 1,183,780

純資産の部   

株主資本   

資本金 826,064 826,064

資本剰余金 616,734 616,734

利益剰余金 △262,335 △352,184

自己株式 △263,285 △263,285

株主資本合計 917,177 827,328

評価・換算差額等   

為替換算調整勘定 △4,414 △1,161

評価・換算差額等合計 △4,414 △1,161

少数株主持分 171,966 186,498

純資産合計 1,084,728 1,012,666

負債純資産合計 2,207,718 2,196,447
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 

 至 平成22年６月30日) 

売上高 2,043,491 1,706,432

売上原価 943,919 822,715

売上総利益 1,099,571 883,716

割賦販売未実現利益繰入額 － 1,900

割賦販売未実現利益戻入額 － 4,800

差引売上総利益 1,099,571 886,617

販売費及び一般管理費 ※1、2  814,158 ※1、2  666,222

営業利益 285,413 220,395

営業外収益   

受取利息 896 249

持分法による投資利益 6,788 －

為替差益 － 56

補助金収入 － 782

違約金収入 4,126 114

その他 4,344 1,120

営業外収益合計 16,155 2,321

営業外費用   

支払利息 12,351 5,686

持分法による投資損失 － 10,755

為替差損 2,153 －

その他 1,213 0

営業外費用合計 15,718 16,441

経常利益 285,850 206,275

特別利益   

投資有価証券売却益 18,291 －

持分変動利益 － 85

在庫調整勘定戻入益 36,254 －

特別利益合計 54,545 85

特別損失   

前期損益修正損 15,829 －

固定資産除却損 － 313

関係会社出資金売却損 91,171 －

貸倒引当金繰入額 6,695 －

たな卸資産廃棄損 11,163 －

特別損失合計 124,860 313

税金等調整前四半期純利益 215,536 206,048

法人税、住民税及び事業税 3,761 36,176

法人税等調整額 △7,919 64,581

法人税等合計 △4,158 100,757

少数株主利益 36,739 15,442

四半期純利益 182,954 89,848
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年６月30日) 

売上高 944,585 737,180

売上原価 447,964 368,965

売上総利益 496,620 368,214

割賦販売未実現利益戻入額 － 3,722

差引売上総利益 496,620 371,937

販売費及び一般管理費 ※1、2  378,716 ※1、2  330,314

営業利益 117,904 41,622

営業外収益   

受取利息 5 17

持分法による投資利益 6,750 －

為替差益 642 －

補助金収入 － 100

違約金収入 346 －

その他 3,554 12

営業外収益合計 11,300 130

営業外費用   

支払利息 6,054 2,349

持分法による投資損失 － 5,749

為替差損 － 409

その他 0 0

営業外費用合計 6,054 8,508

経常利益 123,149 33,244

特別利益   

投資有価証券売却益 12,600 －

特別利益合計 12,600 －

特別損失   

前期損益修正損 2,283 －

固定資産除却損 － 46

関係会社出資金売却損 91,171 －

貸倒引当金繰入額 2,214 －

たな卸資産廃棄損 11,163 －

特別損失合計 106,832 46

税金等調整前四半期純利益 28,916 33,198

法人税、住民税及び事業税 2,016 10,745

法人税等調整額 7,937 11,960

法人税等合計 9,953 22,705

少数株主利益 28,153 6,999

四半期純利益又は四半期純損失（△） △9,189 3,492
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 

 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 215,536 206,048

減価償却費 93,820 66,421

のれん償却額 1,666 2,654

貸倒引当金の増減額（△は減少） 8,117 △194,027

長期前払費用償却額 923 849

賞与引当金の増減額（△は減少） △4,776 △15,077

返品調整引当金の増減額（△は減少） － △5,475

受取利息及び受取配当金 △896 △249

支払利息 12,351 5,686

投資有価証券売却損益（△は益） △18,291 －

持分変動損益（△は益） － △85

関係会社出資金売却損益（△は益） 91,171 －

持分法による投資損益（△は益） △6,788 10,755

有形固定資産除却損 － 313

たな卸資産廃棄損 11,163 －

在庫調整勘定戻入益 △36,254 －

前期損益修正損益（△は益） 15,829 －

売上債権の増減額（△は増加） △25,595 97,687

たな卸資産の増減額（△は増加） △18,111 17,484

仕入債務の増減額（△は減少） △9,527 △21,185

その他 68,780 218,665

小計 399,119 390,465

利息及び配当金の受取額 896 249

利息の支払額 △14,290 △4,580

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △13,095 △46,572

移転費用の支払額 － △35,385

営業活動によるキャッシュ・フロー 372,629 304,176

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,034 △4,955

無形固定資産の取得による支出 △68,473 △20,021

投資有価証券の売却による収入 44,458 －

子会社株式の取得による支出 － △43,092

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による
支出

△85,527 －

差入保証金の差入による支出 △1,876 △485

差入保証金の回収による収入 843 138,522

投資活動によるキャッシュ・フロー △111,609 69,968

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △190,000 －

配当金の支払額 △5 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △190,005 －

現金及び現金同等物に係る換算差額 10,618 △979

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 81,632 373,165

現金及び現金同等物の期首残高 1,035,786 945,048

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  1,117,419 ※1  1,318,213
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当第２四半期連結会計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

【継続企業の前提に関する事項】

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

【簡便な会計処理】

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成22年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年12月31日） 

※１ 損失が見込まれる受注契約に係る仕掛品は、これに

対応する受注損失引当金 千円を相殺表示してお

ります。 

  

※２ 関連会社に対するものは次のとおりであります。  

  

11,000

投資有価証券 49,224 千円

――――――――――  

  

  

  

※１ 関連会社に対するものは次のとおりであります。  

  

投資有価証券 59,894 千円

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年６月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

  

給料手当 284,635 千円

賞与引当金繰入 45,650  

貸倒引当金繰入額 1,421   

減価償却費 21,235    

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

  

給料手当 200,414 千円

賞与引当金繰入 43,280  

貸倒引当金繰入額 290   

販売促進費 38,214   

業務委託料 42,209  

減価償却費 16,951    

  

※２ 研究開発費の総額 千円7,061

  

※２ 研究開発費の総額 千円41,077

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

  

給料手当 123,914 千円

賞与引当金繰入 18,500  

貸倒引当金繰入額 950   

減価償却費 10,094    

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

  

給料手当 100,556 千円

賞与引当金繰入 17,730  

貸倒引当金繰入額 290   

販売促進費 18,043   

業務委託料 23,047   

減価償却費 8,932    

  

※２ 研究開発費の総額 千円6,050

  

※２ 研究開発費の総額 千円18,380
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当第２四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至

平成22年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

  

３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年６月30日） 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

   現金及び現金同等物の四半期末残高（ 千

円）と四半期連結貸借対照表に掲記されている「現金

及び預金」の金額は同額であります。 

   

1,117,419

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

   現金及び現金同等物の四半期末残高（ 千

円）と四半期連結貸借対照表に掲記されている「現金

及び預金」の金額は同額であります。 

   

1,318,213

（株主資本等関係）

普通株式 309,550株

普通株式 17,000株
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  前第２四半期連結会計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日）及び当第２四半期連結会計期

間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

  当連結グループはインターネットを用いた法人向けのソリューションである、コンサルティングとシステム

構築、パッケージソフトウェアの開発・販売等を事業内容としており、情報サービス単一セグメントのため事

業の種類別セグメント情報を記載しておりません。 

  

  前第２四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年６月30日）及び当第２四半期連結累計期

間（自 平成22年１月１日 至 平成22年６月30日） 

  当連結グループはインターネットを用いた法人向けのソリューションである、コンサルティングとシステム

構築、パッケージソフトウェアの開発・販売等を事業内容としており、情報サービス単一セグメントのため事

業の種類別セグメント情報を記載しておりません。 

  

  前第２四半期連結会計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日）及び当第２四半期連結会計期

間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

  本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

  

  前第２四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年６月30日）及び当第２四半期連結累計期

間（自 平成22年１月１日 至 平成22年６月30日） 

  本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

  

 前第２四半期連結会計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日）及び当第２四半期連結会計期

間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

  海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

 前第２四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年６月30日）及び当第２四半期連結累計期

間（自 平成22年１月１日 至 平成22年６月30日） 

  海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】
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 有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められない

ため、記載しておりません。 

  

 デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。  

  

当第２四半期連結会計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

 該当事項はありません。  

  

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成22年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年12月31日） 

１株当たり純資産額 3,120.02円 １株当たり純資産額 2,824.02円

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年６月30日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 625.38円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 307.12円

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（千円）  182,954  89,848

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  182,954  89,848

期中平均株式数（株）  292,550  292,550

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

－ － 
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 （注） １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。  

  

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在するものの１株当たり四半期純損

失のため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額 △31.41円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 11.94円

  
前第２四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額     

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円）  △9,189  3,492

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円） 
 △9,189  3,492

期中平均株式数（株）  292,550  292,550

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

－ － 

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年８月14日

ソフトブレーン株式会社 

取締役会 御中 

清和監査法人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 南方 美千雄  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 江黒 崇史   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているソフトブレーン

株式会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年４月１日か

ら平成21年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ソフトブレーン株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連

結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

   ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。  
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年８月13日

ソフトブレーン株式会社 

取締役会 御中 

清和監査法人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 南方 美千雄  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 芳木 亮介   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているソフトブレーン

株式会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日か

ら平成22年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ソフトブレーン株式会社及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連

結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

   ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。  
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